予算要求資料
平成３０年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：観光費　目：観光開発費　　　
	事業名　外国人観光客受入環境整備事業費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

商工労働部観光国際局海外戦略推進課アジア誘客係　電話番号：058-272-1111（内2355）

　　　　　　　                         E-mail：c11336@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　　10,000千円（前年度予算額：10,000千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	10,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	10,000

	要求額
	10,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	10,000

	決定額
	10,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	10,000


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
2020年の東京オリンピック・パラリンピック開催に向けて、今後、外国人観光客の更なる増加が全国的に見込まれているが、当県への更なる外国人観光客の誘客を図り、観光消費拡大、地域活性化を進めるためには、外国人観光客の満足度を高め、選ばれる地域を目指していく必要がある。

外国人観光客にとって、インターネットは、観光情報の入手、旅行中の通信手段として、非常に重要なツールの一つであるが、県内観光地では、外国人観光客が無料で、インターネットにアクセスできる環境が必ずしも十分に進んでいるとは言えない状況であるため、無料のWi-Fi環境整備を図る必要がある。
観光消費拡大のため、看板、パンフレット、飲食店メニューなど、各種案内の多言語化や観光案内所等への通訳スタッフの配置を進め、「言葉の壁」を減らす必要がある。また、消費税免税は、外国人観光客の買物消費の重要なポイントであり、県内の免税店数も増加傾向にあるが、免税店開設、運営手続きには、一定の設備投資等経費が必要となるため、登録店舗は大規模店舗が多く、県内中小小売事業者の免税店登録は、進んでいない状況である。

併せて、訪日外国人の新たなニーズへの対応として、和式トイレの洋式化や決済端末導入、ハラル対応、着地型体験プログラムの造成についても取組を進めることで満足度向上に繋げ、口コミによる更なる誘客、リピーター化を図っていく。
（２）事業内容
・事業者（※）への環境整備等に係る事業費補助金

　（※観光施設、宿泊施設、飲食施設、小売業、その他知事が認める施設）
①消費税免税店開設準備事業　3,000千円
　　補助率：2/3　上限額：@130,000

　　　（130,000×20事業者、200千円×2カウンター）

・補助率：2/3（上限額130千円）※一括カウンター設置は上限200千円

　　　・補助対象経費：専用レジ、パスポートリーダー設置経費等

②多言語化整備事業　2,600千円（200千円×13事業者）
　　　・補助率：1/2　上限額：@200,000

　　　・補助対象経費：外国語ホームページ、案内板作成費、OTA掲載翻訳費等
（追加メニュー）観光案内所等における多言語コミュニケーション対応開始又は拡充にかかる通訳スタッフ人件費・交通費（初年度のみ）、備品購入費、接客マニュアル作成費、研修・アドバイザー委託費　　
③Wi-Fi環境整備事業　2,000千円（200千円×10事業者）
　　　・補助率：1/2　上限額：@200,000

　　　・補助対象経費：無線LAN機器購入費、設置工事費等
④トイレ洋式化事業　600千円（200千円×3事業者）
　　　・補助率：1/2　上限額：@200,000

　　　・補助対象経費：和式トイレを洋式化する改修工事、新規洋式トイレ設置工事　　

⑤決済端末導入準備事業　200千円（50千円×4事業者）

　　　・補助率：1/2　上限額：@50,000

　　　・補助対象経費：電子決済端末購入費、新規通信回線の開設等　　

⑥ムスリム受入体制向上事業　600千円（200千円×3事業者）
　　　・補助率：1/2　上限額：@200,000

　　　・補助対象経費：ハラル対応キッチン改修工事費、備品購入費等
⑦着地型体験プログラム造成事業　1,000千円（200千円×5事業者）

　　　・補助率：1/3　上限額：@200,000

　　　・補助対象経費：オンライン予約サイト初年度作成にかかる経費（翻訳費含む）
（３）県負担・補助率の考え方

・観光振興対策は県の経済・雇用対策であり、県負担は妥当。他県の同様の事例では、県において半額負担。
（４）類似事業の有無　
　　　無
　３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	10,000
	消費税免税店開設、多言語化、Wi-Fi環境整備、トイレ洋式化、決済端末導入、ムスリム受入体制向上、着地型体験プログラム造成事業

	合計
	10,000
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　・長期構想

　　１　新たな「成長・雇用戦略」の展開

　　　・外国人観光客のさらなる拡大に向けた取組の強化

　・岐阜県成長・雇用戦略

　　最重要プロジェクト「観光産業の基幹産業化プロジェクト」

　　・外国人観光客倍増プロジェクト
（２）事業主体及びその妥当性
・外国人観光客の拡大については、長期計画でも位置づけた県の役割であり、必要経費を負担する。
県単独補助金事業評価調書
	□  新規要求事業

	■  継続要求事業


	補助事業名
	外国人観光客受入環境整備事業補助金

	補助事業者（団体）
	事業者（観光施設、宿泊施設、飲食施設、小売業、その他知事が認める施設）、観光案内所
（理由）他県事例等参考に設定

	補助事業の概要
	（目的）外国人観光客受入環境の整備

（内容）消費税免税店、多言語化、Wi-Fi環境整備、トイレ洋式化、決済端末導入、ムスリム受入体制向上、着地型体験プログラム造成

	補助率・補助単価等
	定額・定率・その他（例：人件費相当額）
1/2（消費税免税店は2/3）
（理由）他県事例等参考に設定

	補助効果
	外国人観光客の満足度向上と観光消費額の増加

	終期の設定
	終期平成３２年度

（理由）2020年東京オリンピックに向けて設定


（事業目標）

	外国人観光客の更なる拡大

・平成28年：外国人県内宿泊者数1,013,490人※観光庁宿泊旅行統計
・平成29年4月1日現在：消費税免税店数:336※国税庁集計


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前

(H**年度末)
	目標

(H30年度末)
	目標

(終期)

	①消費税免税店新規登録件数
	-
	420
	700

	②多言語化事業交付事業者数
	-
	50
	100

	③Wi-Fi環境整備交付事業者数
	-
	90
	200

	④トイレ洋式化事業
	-
	3
	10

	⑤決済端末導入準備事業
	-
	4
	15

	⑥ムスリム受入体制向上事業
	-
	3
	10

	⑦着地型体験プログラム造成事業
	‐
	5
	15


	
	H26年度
	H27年度
	H28年度
	H29年度
	H30年度

	補助金交付実績
	千円
	千円
	26,000千円
	(予算額)

10,000千円
	(要求額)

10,000千円

	指標①目標
	
	
	140
	140
	22

	指標①実績
	
	
	7
	(推計値)

　140
	(推計値)



	指標①達成率
	％
	％
	5％
	(推計値)
100％
	(推計値)
％

	指標②目標
	
	
	20
	20
	10

	指標②実績
	
	
	11
	(推計値)

20
	(推計値)



	指標②達成率
	％
	％
	55％
	(推計値)
100％
	(推計値)
％

	指標③目標
	
	
	20
	20
	10

	指標③実績
	
	
	24
	(推計値)

20
	(推計値)



	指標③達成率
	％
	％
	120％
	(推計値)
100％
	(推計値)
％

	指標④目標
	
	
	
	
	3

	指標④実績
	
	
	
	(推計値)


	(推計値)



	指標④達成率
	％
	％
	％
	(推計値)
％
	(推計値)
％

	指標⑤目標
	
	
	
	
	4

	指標⑤実績
	
	
	
	(推計値)


	(推計値)



	指標⑤達成率
	％
	％
	％
	(推計値)
％
	(推計値)
％

	指標⑥目標
	
	
	
	
	3

	指標⑥実績
	
	
	
	(推計値)


	(推計値)



	指標⑥達成率
	％
	％
	％
	(推計値)
％
	(推計値)
％

	指標⑦目標
	
	
	
	
	5

	指標⑦実績
	
	
	
	(推計値)


	(推計値)



	指標⑦達成率
	％
	％
	％
	(推計値)
％
	(推計値)
％


（前年度の成果）

	・補助をきっかけとしてWiFi整備、多言語化等を進める小規模事業者が表れ、外国人受入環境の促進に寄与することができた。


（今後の課題）

	・補助制度を広く県内事業者へ周知しながら、受入環境整備への取り組みを細やかに働きかけていくことが課題。


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	外国人観光客が増加する中、受入に前向きな小規模事業者による受入環境整備を促すためのツールとして補助の必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	小規模事業主からの申請が多く、概ね期待通りの効果が得られている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	補助手続については、必要最小限の書類で行えるよう考慮するとともに迅速な審査に努めている。


（事業の見直し検討）

	


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止

（理由）更なるインバウンドの拡大のため、外国人観光客の受入環境整備を継続して後押ししていく必要がある。


